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資料３



国民健康保険事業会計の推移
（決算額）
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国民健康保険事業会計の推移
（ １人当たり決算額）
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赤字繰入額の推移

赤字繰入額
年度平均被
保険者数

１人当たり赤字繰入額

繰入額
前年度比
削減額

30年度比
削減額

削減目標額

H30 1,206,337,427 30,610 39,410 ― ― ―

R1 1,241,173,761 29,826 41,614 ‐2,204 ‐2,204 ―

R2 1,064,676,777 29,330 36,300 5,314 3,110 4,500
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年度目標に対する実施状況

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

削減目標
（円）

4,500 400 4,500 400 4,500 400 4,500 505

累計額（円） 4,500 4,900 9,400 9,800 14,300 14,700 19,200 19,705

実績額 3,110 ― ― ― ― ― ― ―

【各年度における１人当たりの赤字削減目標】
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他自治体の財政健全化に向けた取組

被保険者一人当たり法定外一般会計繰入金額の都内49区市における本市順位（降順）

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

順位 22位 26位 37位 41位 ＊

＊23区分のデータは都が作成している「国民健康保険事業状況」によるが、現在は平成30年度
分までしか作成されていない。ちなみに、令和元年度多摩26市での順位では本市は21位。
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新型コロナの影響
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感染状況推移と雇用維持施策（国）
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 ■雇用調整助成金

新型コロナの 影響により、 事業活

動の縮 小を余儀なく された場合 

に、従業員の 雇用維持を図 るた

めに、労 使間の協定に 基づき雇

用調 整(休業)を実 施する事業主 

に対して、休 業手当などの 一部

を助成。 

 

出典：独立行政法人
労働政策研究・研修機構



失業率の推移（全国）
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市独自の主な事業者支援
●特別融資等の本人負担利率引き下げ

●武蔵野市感染拡大防止中小企業者等緊急支援金

●感染拡大インフラ中小企業者支援金

●商店会活性出店支援金

●中小企業者等テナント家賃支援金

●飲食店テイクアウト・デリバリー事業補助金

〇武蔵野市感染拡大防止中小企業者等申請サポート窓口

〇事業者支援専用コールセンター「ほっとらいん」の開設

10



市の国保世帯・被保険者の状況 （当初課税時点）
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▲課税額 ●総所得額・・・被保険者のみの所得 ■軽減判定所得・・・擬制世帯主・旧被保険者を含む所得（非自発的軽減反映後）
※● ■は、いずれも給与所得控除・年金所得控除は控除後、基礎控除前の金額

97,122 97,925 103,213 103,207 

1,543,386 1,589,854 1,769,208 1,590,310 

2,262,595 2,287,941 
2,702,163 

2,442,088 

H30 R1 R2 R3

被保険者１人当たりの課税額・所得額

137,408 137,399 143,409 142,806 

2,183,586 2,230,747 
2,458,217 

2,200,490 

3,201,124 3,210,241 
3,754,507 

3,379,085 

H30 R1 R2 R3

国保１世帯当たりの課税額・所得額



世帯の異動状況 （年度合計）
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コロナ減免の申請状況
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収入減少 死亡・重篤

申請世帯数 428世帯 ３世帯

対象世帯数 411世帯 ３世帯（死亡１・重篤２）

減免額合計 67,121,000円 51,300円

対象世帯平均所得 2,720,009円 577,161円

収入減少率平均 56.7％ ―



所得減少世帯の割合の推移（当初課税時点）
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新型コロナの影響（総括）

●リーマンショック時に比べ雇用に与えた影響は限定的。

●被保険者１人当たり所得は、平成30年度・令和元年度より増加。

●世帯の異動は、転入（加入）・社保加入（脱退）・海外転出入が減少。

●前年度比で所得が減少した世帯は、例年と比べ少ない。
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